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前回定例会(８月６日)以降の原子力規制庁の動き 

 

  平 成 ２ ６ 年 ９ 月 ３ 日  

柏崎刈羽原子力規制事務所  

 

【原子力規制委員会】 

（８月２０日定例会） 

○原子力災害事前対策等に関する検討チームの再開について 

  原子力災害対策の更なる充実・強化に資する観点から、検討を行うべき次の課題

を検討するため検討チームを再開することが了承されました。（別添１） 

（検討課題） 

① 東京電力福島第一原子力発電所に係る原子力災害対策 

② ＵＰＺ外におけるプルーム通過時の防護措置実施の範囲及び判断基準等 

③ 核燃料サイクル施設に係る原子力災害対策 

 

（８月２７日定例会） 

○安全文化醸成を始めとした安全性向上に関する取組に係る事業者との意見交換に

ついて 

本年７月１６日の定例会において、安全文化等に関し、事業者の姿勢やトップマ

ネジメントの責任について、委員会にて意見交換を行うことが提案されましたが、

昨日の定例会において、我が国全体としての安全文化の浸透とその基礎に立った安

全性向上に関する取組の促進を図るため、原子力事業者の安全性向上に関する活動

への取組に対する基本的考え方及び継続的に安全性を向上するための現行の規制

制度の改善案等に関する意見を聴取する観点から、事業者と意見交換を行う場を設

けることが決定されました。 

 

（９月 ３日定例会） 

○平成２７年度原子力規制・防災対策の重点について（別添２） 

 

【原子力規制委員会 検討チーム等】 

○原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

８月 ８日 第１３０回会合   ８月２２日 第１３１回会合 

８月２６日 第１３２回会合   ８月２８日 第１３３回会合 

９月 ２日 第１３４回会合    

 

[柏崎刈羽原子力発電所 ６・７号炉 審査状況] 

   ８月 ７日 新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（６５） 

   ８月１８日 新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（６６） 

   ８月２１日 新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（６７） 

   ８月２６日 第１３２回会合 

   ９月 ２日 第１３４回会合 
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○原子力施設における火山活動のモニタリングに関する検討チーム 

   ８月２５日 第１回会合    ９月 ２日 第２回会合 

 

【原子力規制庁ホームページ】 

（８月 ６日） 

○柏崎刈羽原子力発電所の平成２５年度分放射線業務従事者線量等報告書の再報告

について東京電力株式会社から報告を受領しました。 

東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所の平成２５年度分放射線業務従事者線

量等報告書の再報告について東京電力株式会社から受領しましたので、公表しま

す。 

 

（８月１１日） 

○東京電力株式会社から防災訓練実施結果報告書を受理しましたので、公表します。 

福島第一原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所の防災訓練実施結果報告書を

受理しましたので、公表します。 

 

【柏崎刈羽原子力規制事務所関係】 

○平成２６年度第２回保安検査の実施について 

 （検査実施場所） 

  東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 

 なお、保安規定違反の疑いがある事案の事実確認を行う上で必要がある場合、

上記の場所に加えて本店を検査実施場所とする。 

  

（検査実施期間） 

  平成２６年９月１日（月）～平成２６年９月１２日（金） 

なお、当該検査期間中に認められた保安規定違反の疑いがある事案の事実確認

期間は、上記の期間に限らず検査実施期間とする。 

 

（検査項目） 

保安検査期間中に実施する運転管理状況の聴取、記録確認、発電用原子炉施設

の巡視、定例試験等への立ち会い等のほか、次の項目とする。 

なお、これに限らず、抜き打ち検査としても項目を選定し検査を実施する。 

① 緊急時安全対策等の実施状況 

②－１ 保守管理の実施状況（保全計画・管理） 

②－２ 保守管理の実施状況（保全の有効性） 

③ 緊急時演習等の実施状況 

 

  以  上 



  資料１ 

原子力災害事前対策等に関する検討チームの再開について（案） 

 

平成２６年８月２０日 

原子力規制委員会 

 

１．概要 

原子力災害対策の実効性の更なる向上を図るため、新たに得られた知見や最新の

国際的動向、国及び地方公共団体の最近の取組状況等を踏まえて、原子力災害対

策指針（以下「指針」という。）に挙げられた課題に関する科学的・専門的な検討を行う。 

 

２．背景と目的 

原子力災害事前対策等に関する検討チーム（以下「検討チーム」という。）では、緊急

事態の初期対応段階における防護措置を迅速に実行するための枠組みとして、緊急事

態区分や緊急時活動レベル、運用上の介入レベルなどの在り方について科学的・専門

的な検討を行ってきた1。その検討結果は、現行の指針における原子力災害対策の考え

方の基礎となっている。 

現行の指針では、「新たに得られた知見や、把握できた実態等を踏まえ、実効性を向

上すべく不断の見直しを行うべき」としており、今後検討を行うべき課題として以下のような

事項を挙げている。指針における基本的考え方を踏まえつつ原子力災害対策の更なる

充実・強化に資する観点から、これらの課題を検討するため検討チームを再開する。 

（検討課題）  

① 東京電力福島第一原子力発電所に係る原子力災害対策 

② ＵＰＺ外におけるプルーム通過時の防護措置実施の範囲及び判断基準等 

③ 核燃料サイクル施設に係る原子力災害対策 

 

３．今後の予定  

９月中  第８回検討チーム会合の開催（以降順次開催） 

  随時、進捗状況及び検討結果を委員会に報告 

 

 

                                                   
1 http://www.nsr.go.jp/committee/yuushikisya/pre_taisaku/ 
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平成 27 年度原子力規制・防災対策の概算要求の概要 

 

【総計】          単位：億円 

組織 
平成 26 年度 
当初予算額

(a) 

平成 27 年度概算要求額(b) 
対前年度比 
(b)-(a)  うち、優先課題 

推進枠※１ 

原子力規制委員会 ６１８ ６４１ ３６ ２４ （１０４％） 

内閣府 １４１ ２３７ １０９ ９６ （１６９％） 

合  計 ７５８ ８７８ １４５ １２０ （１１６％） 

 

 

【一般会計】          単位：億円 

組織 
平成 26 年度 
当初予算額

(a) 

平成 27 年度概算要求額(b) 
対前年度比 
(b)-(a)  うち、優先課題 

推進枠※１ 

原子力規制委員会 ９３ ９５ － ２ （１０２％） 

 

【エネルギー対策特別会計】        単位：億円 

組織 
平成 26 年度 
当初予算額

(a) 

平成 27 年度概算要求額(b) 
対前年度比 
(b)-(a)  うち、優先課題 

推進枠※１ 

原子力規制委員会 ４７０ ５０７ ３６ ３７ （１０８％） 

内閣府 １２０ ２３７ １０９ １１６ （１９８％） 

合  計 ５９１ ７４３ １４５ １５３ （１２６％） 

 

【東日本大震災復興特別会計※２】       単位：億円 

組織 
平成 26 年度 
当初予算額

(a) 
平成 27 年度概算要求額(b) 

対前年度比 
(b)-(a) 

原子力規制委員会 ５５         ３９ △１５ （７２％） 

内閣府 ２０         － △２０ （ ０％） 

合  計 ７５         ３９ △３６ （５３％） 

 

※１ 「新しい日本のための優先課題推進枠」である。   ※２ 全て復興庁一括計上である。 

（注）四捨五入等の理由により、係数が合致しない場合がある。 
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平成 27 年度原子力規制・防災対策の概算要求における重点分野 

 

（注） ・（  ）内は、平成 26 年度当初予算額 

・＜推進枠＞は、「新しい日本のための優先課題推進枠」に係る要求 

・(*)を付した事業は、東日本大震災復興特別会計において、復興庁一括計上の事業として要求 

 

 

１．原子力規制の継続的改善 

 

原子力規制委員会は、昨年施行された新規制基準の適合性審査を進めているところ。

これらの適合性審査を含め新たな規制の厳格・着実な実施、不断の改善に必要な科学的

知見の整備・蓄積を行う。具体的には、シビアアクシデント対策、地震・津波対策に加

えて火山対策等各種規制課題に対応した安全研究等を着実に推進する。 

また、特定原子力施設に指定した東京電力福島第一原子力発電所について、燃料デブ

リの取り出し、廃棄物の輸送・管理等長期の廃炉工程において規制委員会として取り組

むべき規制課題に対応した安全研究等を実施する。 

 

【主な要求事項】          単位：百万円 

 発電炉シビアアクシデント安全設計審査規制高度化研究事業 1,054（    910） 

 火山影響評価知見整備事業             257（  157） 

 燃料デブリの臨界管理に係る評価手法の整備事業             750（   233） 

 東京電力福島第一原子力発電所の廃棄物管理に係る規制技術基盤整備事業       

389（  226） 

 

 

２．原子力防災対策、放射線モニタリング体制の充実・強化  

 

原子力規制委員会は、東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、原子力災

害対策指針を策定し、この指針に基づき原子力防災対策を大きく見直ししてきたところ。

指針を踏まえ、立地等自治体が行う原子力防災対策の支援や放射線モニタリングの対策

（特に、緊急時の放射線防護措置を迅速に実施できるための体制を整備・強化）など、

原子力防災対策・モニタリングの更なる充実・強化を図る。 

東日本大震災からの復旧・復興に資する観点から、今後行われる避難指示解除及び避

難住民の帰還等に向けて、住民の安全・安心を確保するため、地方自治体及び住民から

のニーズを踏まえたきめ細かな環境放射線モニタリングを引き続き実施する。 
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【主な要求事項】          単位：百万円 

 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金        23,669（ 12,047） 

（立地道府県等の原子力防災対策に対する財政的支援）        ＜うち推進枠  10,896＞                   

 放射線監視等交付金          7,633（  6,858） 

（立地道府県等における原子力施設のモニタリングに係る費用の交付） 

 実効性のある緊急時モニタリングの体制整備          1,317（ 新 規 ） 

                          ＜うち推進枠 1,295＞ 

 原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連交付金（*）   1,026（  1,344） 

 

３．原子力規制人材育成の強化  

 

本年６月に原子力規制委員会決定された「原子力規制委員会職員の人材育成の基本方

針」に基づき、原子力安全人材育成センターを中核として、若手や中途採用の職員も含

めた人材育成の抜本強化に向けた取組を実施する。具体的には、原子力規制機関に求め

られる専門能力・現場対応能力の向上を図るため、発電炉の安全対策の理解増進や重大

事故等への対応能力の向上に資するプラントシミュレータの整備を進めるとともに、科

学的・技術的専門能力の高い原子力規制人材を育成するための、実践的な研修の充実や

研修教材の開発を行う。 

 

【主な要求事項】          単位：百万円 

 研修用プラントシミュレータ整備事業         1,666（ 新 規 ） 

                         ＜うち推進枠  1,666＞ 

 原子力安全研修事業             158（    151） 

 

４．国際連携・協力、保障措置の着実な実施  

 

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓など、我が国の原子力規制に関する経験、

知見を国際的に共有するだけでなく、海外の最新の知見を取り込むため、国際原子力機

関（IAEA）等の国際機関との連携や諸外国との協力を通じ、人材交流を含む情報交換を

引き続き積極的に進める。 

 また、国際約束に基づく保障措置活動を着実に実施する。 

 

【主な要求事項】          単位：百万円 

 国際原子力機関等拠出金                     520（  519） 

 保障措置の実施に必要な経費     3,163（ 3,020） 
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新しい日本のための優先課題推進枠 要求一覧 

 

 

○ 実効性のある緊急時モニタリングの体制整備事業   １２．９億円 

 

○ 原子力発電施設等緊急時対策技術等  ６．５億円 

 

○ 研修用プラントシミュレータ整備事業委託費   １６．７億円 

 

○ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金   １０９億円 

 

 

 

   合計 １４５．１億円   



   
 
 

 

平成２７年度 原子力規制・防災対策に係る機構・定員要求 

 

平成２６年８月 

原子力規制委員会 

内閣府原子力災害対策担当室 

 

＜要求事項＞ 

○地域防災・避難計画策定に対する支援体制など、原子力規制・防

災体制の充実・強化 

○原子力規制委員会設置法附則第５条の規定に即した措置 

 

＜上記要求事項に係る主要項目＞ 

１．原子力防災体制の充実・強化 

  内閣府による地域防災・避難計画策定等に対する支援体制、原

子力規制委員会による緊急時の判断に必要なモニタリングを行う

体制、オンサイト防災に係る体制等を強化する。 

 

２．東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

  福島第一原子力発電所において発生している事故・トラブル対

応など、福島第一発電所事故への対応を強化する。 

 

３．新規制施行に対応した体制強化 

  改正原子炉等規制法に対応した審査や研究等を着実に行うため

の所要の体制強化をはかる（運転開始後４０年を超える炉に係る

審査体制や火山影響評価に係る研究体制など）。 

※新規制基準適合性審査等の体制（定員）は昨年８１名増員済みであり、中途採用

による実員確保に努めているところ。 

 

４．３年以内の見直し関係 

  原子力規制委員会設置法附則第５条の規定に即した検討の結果

に基づき必要な措置を講ずる。 


